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独立行政法人農林漁業信用基金 農業災害補償関係勘定

貸借対照表

平成29年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 646,673,519 
前払費用 77,233 
未収収益 11,103,986 
短期貸付金 500,000,000 
その他の流動資産 170,031 

1,158,024,769 
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物 263,039 
減価償却累計額 △ 192,696 70,343 

工具器具備品 1,837,888 
減価償却累計額 △ 1,071,992 765,896 

有形固定資産合計 836,239 
　２　無形固定資産

ソフトウェア 36,207 
電話加入権 52,000 
無形固定資産合計 88,207 

　３　投資その他の資産
投資有価証券 2,699,940,480 
長期前払費用 39,971 
投資その他の資産合計 2,699,980,451 

2,700,904,897 
3,858,929,666 

（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 12,235 
未払費用 224,022 
リース債務（短期） 157,890 
引当金
賞与引当金 553,347 

947,494 
Ⅱ　固定負債

リース債務（長期） 294,222 
引当金
退職給付引当金 49,832,884 

50,127,106 
51,074,600 

（純資産の部）
Ⅰ　資本金

政府出資金 1,800,000,000 
民間出資金 1,800,000,000 

3,600,000,000 
Ⅱ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 106,764,968 
積立金 79,997,880 
当期未処分利益 21,092,218 
（うち当期総利益） (21,092,218)

207,855,066 
3,807,855,066 
3,858,929,666 

　資本金合計

　利益剰余金合計

負債純資産合計

科　　　　　　目 金　　　　　　額

資産合計

負債合計

純資産合計

　固定資産合計

　流動資産合計

　流動負債合計

　固定負債合計
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業災害補償関係勘定

損益計算書

自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日　 （単位：円）

経常費用

一般管理費

役員報酬 807,330 

職員給与 5,233,716 

法定福利費 812,436 

調査研究費 448,315 

事業推進費 507,910 

事務諸費 3,342,341 

賞与引当金繰入 553,347 
退職給付引当金繰入 242,269 
減価償却費 267,018 

一般管理費合計 12,214,682 

財務費用

支払利息 6,173 

経常費用合計 12,220,855 

経常収益

事業収入

貸付事業収入

貸付金利息 4,124,932 

財務収益

受取利息 22,781 

有価証券利息 29,294,124 
財務収益合計 29,316,905 

雑益 1,078 
　経常収益合計 33,442,915 
経常利益 21,222,060

臨時損失
固定資産除却損 129,842 
臨時損失合計 129,842 

当期純利益 21,092,218

当期総利益 21,092,218

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業災害補償関係勘定

キャッシュ・フロー計算書

自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日　 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付金利息収入 4,800,000

貸付金の回収による収入 600,000,000

その他の業務収入 170,638

貸付による支出 △ 500,000,000

人件費支出 △ 6,793,956

その他の業務支出 △ 5,404,522

小計 92,772,160

利息の受取額 27,884,588

利息の支払額 △ 6,173

業務活動によるキャッシュ・フロー 120,650,575

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 600,000,000

定期預金の払戻による収入 600,000,000

有価証券の取得による支出 △ 1,700,000,000

有価証券の償還による収入 1,000,339,468

有形固定資産の取得による支出 △ 253,742

有形固定資産の売却による収入 1,710,563

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 698,203,711

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 156,086

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 156,086

Ⅳ 資金減少額 △ 577,709,222

Ⅴ 資金期首残高 1,224,382,741

Ⅵ 資金期末残高 646,673,519

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業災害補償関係勘定

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 21,092,218 

当期総利益 21,092,218 

Ⅱ　利益処分額 21,092,218 

積立金 21,092,218 

科　 　目 金　 　額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業災害補償関係勘定

行政サービス実施コスト計算書

自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

(1) 損益計算書上の費用

　　事業費

　　一般管理費

役員報酬 807,330 

職員給与 5,233,716 

法定福利費 812,436 

調査研究費 448,315 

事業推進費 507,910 

事務諸費 3,342,341 

賞与引当金繰入 553,347 

退職給付引当金繰入 242,269 

減価償却費 267,018 12,214,682 

　　財務費用

支払利息 6,173 

　　臨時損失

固定資産除却損 129,842 

(2) (控除)自己収入等

　　事業収入

貸付事業収入

貸付金利息 △ 4,124,932 

　　財務収益

受取利息 △ 22,781 

有価証券利息 △ 29,294,124 △ 29,316,905 

　　雑益 △ 1,078 

　業務費用合計 △ 21,092,218 

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 53,678 

Ⅲ　機会費用

　政府出資等の機会費用 11,700,000 11,700,000 

Ⅳ　行政サービス実施コスト △ 9,338,540 

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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重要な会計方針

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成27年1月27日改訂）並びに

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（平成28年2月改

訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。

ただし、独立行政法人会計基準第43（注解39）の規定については、独立行政法人通則法の一部

を改正する法律の附則第８条により経過措置を適用しております。

１．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 15年

工具器具備品 ５年 ～ 15年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

２．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に負担すべ

き額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

なお、当基金は職員数３００人未満につき、退職給付債務については、自己都合退職に

よる期末要支給額によっております。

３．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

４．行政サービス実施コスト計算における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に０．０６５％で計算しております。

５．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取
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引に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

注記事項

１．キャッシュ・フロー計算書関係

(1) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金

(2) 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 ……………… 646,673,519円

資金 ………………………… 646,673,519円

２．行政サービス実施コスト計算書関係

引当外退職給付増加見積額の計上方法

国からの出向職員に対しては、当期在職期間における退職手当の増加額を計上しており

ます。

３．退職給付に係る注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

当基金は、役員及び職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定

拠出制度を採用しております。

退職一時金制度では、役員については独立行政法人農林漁業信用基金役員退職手当規程、

職員については独立行政法人農林漁業信用基金職員退職手当規程に基づき給付しておりま

す。また、退職給付引当金及び退職給付費用については簡便法により計算しております。

なお、当基金は、農林水産関係法人厚生年金基金に加入しておりましたが、同厚生年金

基金については、厚生労働大臣から平成28年３月28日付けで解散の認可を受けたため、当

基金では、平成28年３月28日付けで確定給付年金制度を終了し、確定拠出年金制度へ移行

しております。

(2) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く）

期首における退職給付債務 24,690,746円

勤務費用 －

利息費用 －

期末における退職給付債務 24,690,746円
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② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 24,690,746円

期待運用収益 －

期末における年金資産 24,690,746円

③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 49,829,708円

退職給付費用 97,562円

退職給付への支払額 94,386円

期末における退職給付債務 49,832,884円

④ 退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用（※） 97,562円

（※）損益計算書の退職給付引当金繰入（一般管理費）のうち確定給付制度に関するも

のの合計となっております。

(3) 確定拠出制度

農業災害補償関係勘定の確定拠出制度への要拠出額は、144,707円でありました。（※）

（※）損益計算書の退職給付引当金繰入（一般管理費）のうち確定拠出制度に関するもの

の合計となっております。

４．減損損失

(1) 減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要

種 類 1回線当たり帳簿価額 回 線 数 帳簿価額

電話加入権 13,000円 4回線 52,000円

(2) 減損の認識に至った経緯

市場価格が下落している状況にあるため。

(3) 損益計算書における計上金額

帳簿価額が回収可能サービス価額を上回らないため、減損額は計上しません。

(4) 回収可能サービス価額の概要

ＮＴＴ東日本の公定価格38,880円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価値相当額

が正味売却価額（6,000円）を上回るため、使用価値相当額（155,520円）を回収可能サー

ビス価額としました。

５．金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

農業災害補償関係勘定は、農業者が被る不慮の災害による損失に対し、農業共済団体

が支払う共済金等に必要な資金の貸付を行っております。この業務を実施するため、政

府及び政府以外の者からの出資の受入れ、必要に応じて金融機関からの借入により資金
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を調達しております。

当勘定が保有する有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、譲渡性

預金、公債及び安全性の高い社債で運用し、株式等は保有しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

当勘定が保有する金融資産は、主として貸付金や有価証券であります。

貸付金は、公的団体に対する貸付金であること等から、契約不履行によってもたらさ

れる信用リスクは僅少であります。有価証券は、譲渡性預金及び債券であり、満期保有

目的で保有しております。これらは、発行体の信用リスクや金利の変動リスクに晒され

ております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

ア 信用リスクの管理

当基金は、毎事業年度末日において保有する資産について、資産査定を実施してお

ります。独立行政法人農林漁業信用基金資産査定実施要領に従い、担当部署において

資産査定の案を作成し、監理室においてこれを検証し、資産査定の案及び検証結果を

踏まえて、理事長が決定することとしております。

貸付金については、資産査定において貸付先の財務状況等により返済能力を判断し

ております。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資産査定の他に、独立行政法人農林漁

業信用基金余裕金運用管理要領（以下「余裕金運用管理要領」という。）に従い、格

付けや時価の把握を定期的に行い、関係者に報告するとともに、定期的に余裕金運用

委員会を開催し、審議・報告を行っております。

イ 市場リスクの管理

貸付金の利率については、主務大臣より認可された業務方法書等により定められた

方法により利率を決定しております。

有価証券の運用利回りや含み損益の状況については、余裕金運用管理要領に従い、

定期的に関係者に報告するとともに、著しい変動があった場合には余裕金運用委員会

で対応措置を検討しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

（単位:百万円）

貸借対照表 時価（＊） 差額（＊）

計上額（＊）

(1) 現金及び預金 646 646 －

(2) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券等 2,699 2,760 61

(3) 短期貸付金 500

貸倒引当金 －

500 500 －

（＊）単位未満を切り捨てて記載しております。
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(2) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

(3) 短期貸付金

短期貸付金については短期間（１年以内）で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額によっております。

重要な債務負担行為

該当する事項はありません。

重要な後発事象

該当する事項はありません。
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独立行政法人農林漁業信用基金　農業災害補償関係勘定

附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

－              －      －       －       －     －     －       

－              －      －       －       －     －     －       

－              －      －       －       －     －     －       

－              －      －       －       －     －     －       

－     －     

100,322      －     －     

－     －     

－     －     

（注）１．投資その他の資産（長期前払費用を除く）以外については、自己収入による財源で取得しております。

　　　２．投資有価証券の当期増加額は、満期保有目的債券の新規取得 800,000,000円、償却原価法による増加額　11,520円であり、当期減少額は、流動資産（有価証券）への振替額100,000,000円

　　　　であります。

　　　３．長期前払費用の当期減少額は、流動資産（前払費用）への振替額 60,351円であります。

２．有価証券の明細

 (1)　流動資産として計上された有価証券

該当なし

計

該当なし

計

(2)　投資その他の資産として計上された有価証券

 地方債

社債

   第349回九州電力債

   第41回名古屋鉄道債

   第17回富士通債

   第62回神戸製鋼債

計

該当なし －     －       －      －       

計 －     －       －      －       

摘要

該当なし －     －       －      －       

計 －     －       －      －       

-                              -                               

　第34回西日本高速道路債 100,000,000               100,000,000                        100,000,000              －                            

100,000,000               100,000,000                        100,000,000              －                            

100,000,000               100,000,000                        100,000,000              －                            

時　　価

－                            

貸借対照表計上額

貸借対照表計上額

200,000,000              

有価証券

評価差額

－        

 当期費用に含まれた
評価差額

摘　　要

その他

263,039                 

233,830                 

39,971 - 60,351            

203,787                 

52,000                   

255,787                 

－                  －                 

－                 

800,011,520   

有 形 固 定 資 産

該 当 な し

－                  

60,351 

－                  

- 

－                                      

263,039                 

車 両 運 搬 具 233,830                 

1,900,029,282 

-                           敷 金 ・ 保 証 金

電 話 加 入 権 52,000                   

3,522,615              

無 形 固 定 資 産

工 具 器具 備品

ソ フ ト ウ ェ ア

233,830          －                 有 形 固 定 資 産

期末残高

263,039                 

1,837,888               

－                 －                  

-                           

2,100,927               

2,699,980,451 

－                  

2,699,940,480 

-                           

253,742          1,441,600       

253,742          2,100,927               

-                           

263,039                 

1,837,888               

－                 233,830          

1,441,600       

－                 

－                 

－                 

合 計

1,675,430       

該 当 な し有 形 固 定 資 産

（ 償 却 費 損 益 外 ）

資産の種類

253,742          

車 両 運 搬 具

建 物

建 物

計

期首残高 当期増加額 当期減少額

（ 償 却 費 損 益 内 ）

非 償 却 資 産

3,522,615              

3,025,746              工 具 器具 備品

計 253,742          1,675,430       

計

（単位：円）

（単位：円）

-                   

40,758           88,207           

52,000           

210,636         

残 高

15,624           

差 引 当 期 末減価償却累計額

当期償却額

-                   

192,696        

1,071,992     

1,264,688     

70,343           

－                

摘　　要

226,260         

70,343           

39,971 

800,011,520   

255,787                 

203,787                 

計

3,025,746              

長 期 前払 費用

－                  計

計

貸借対照表計上額

40,758           

－                 

-                 

192,696        

-                   

765,896          

226,260         836,239          

-                 

15,624           

2,699,940,480 

210,636         

1,264,688     

1,071,992     

-                   -                   

765,896          

836,239          

167,580        

36,207           

貸借対照表計上額

2,699,980,451 

167,580        

摘　　要

－                            

－        

 当期費用に含まれた
評価差額

2,699,940,480           

－                            

200,000,000                        200,000,000              －                            

100,000,000              

－                            

300,000,000 －                            

－                            100,000,000              

100,000,000                        

2,700,000,000                     

300,000,000 

2,699,940,480           

199,940,480              

－                            

－                            

 当期費用に含まれた
評価差額

貸借対照表計上額

貸 借 対 照 表

300,000,000               

　 第3回MS＆ADインシュアランスグループホールディングス債

 　第1回損害保険ジャパン日本興亜債

　 第1回明治安田生命保険債 200,000,000               

計 上 額 合 計

貸 借 対 照 表

2,699,928,000            

　第3回神奈川県住宅供給公社債

　第８回大阪府住宅供給公社債

純資産に持分割合を乗じた価額

300,000,000               

100,000,000                        

100,000,000               

取得価額

199,928,000               

－                            300,000,000              

－                            

300,000,000              －                            

300,000,000               

200,000,000                        

銘柄

300,000,000              300,000,000                        

300,000,000                        

取得価額

100,000,000               

200,000,000               200,000,000                        

（単位：円）

-                              

-                              

－                            

摘　　要

-                                       

券面総額

 当期損益に含まれた
 評価損益

 当期費用に含まれた
 評価差額

摘　　要

－                            

-                              

100,000,000              －                            

満 期 保 有

時　　価

   第65回鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券

特別の法律により法人の発行する債券

   第107回日本高速道路保有・債務返済機構債券

   第112回日本高速道路保有・債務返済機構債券

目 的 債 券

種類及び銘柄

取得価額

300,000,000               

100,000,000               

300,000,000               

300,000,000                        

100,000,000                        

-                                       

－                             

－                             －                                      

-                               

取得価額

種類及び銘柄

投 資 そ の 他 の 資 産

1,899,928,960 投 資 有価 証券

300,000,000                        

目 的 債 券

満 期 保 有 種類及び銘柄

有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

売 買 目 的

有 価 証 券

300,000,000                        

    第387回大阪府公募公債

券面総額

銘　　柄

－                            

－                            

取得価額

計 上 額 合 計
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３．引当金の明細

賞与引当金

計

４．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

短期貸付金 －     －     － 

   一般債権 －     －     － 

   貸倒懸念債権 －     －     － 

   破産更生債権 －     －     － 

長期貸付金 －     －     － 

   一般債権 －     －     － 

   貸倒懸念債権 －     －     － 

   破産更生債権 －     －     － 

計 －     －     － 

５．退職給付引当金の明細

区　　　　　分

退職給付債務合計

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

６．資本金及び資本剰余金の明細

区　　　　　　　分

計

－     －       －      －       

計 －     －       －      －       

－     －       －      －       

－     －       －      －       

－     －       －      －       

差引計 －     －       －      －       

７．積立金の明細

（注）通則法第44条第1項積立金の当期増加額は、27事業年度利益処分額であります。

８．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

報酬又は給与 退　職　手　当

(-) (-) (-) (-)

9 3              

(48) (2) (-) (-)

22 1              

(48) (2) (-) (-)

31 4              

（注）１．単位未満を切り捨てて記載しております。

　　　２．支給額については、農業災害補償関係勘定の負担額を計上しております。

　　　３．役員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金役員給与規程及び役員退職手当規程に定めております。

　　　　　また、職員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金職員給与規程及び職員退職手当規程に定めております。

　　　４．報酬又は給与の支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

　　　５．（　）内は非常勤の職員を外数で記載し、支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

　　　６．中期計画における人件費は、報酬又は給与、法定福利費並びに賞与引当金繰入又は退職給付引当金繰入であり、附属明細書における

　　　　報酬又は給与は、役員報酬、給与及び手当並びに賞与引当金の目的使用であり、退職手当は、退職一時金に係る退職給付引当金の目的

　　　　使用であります。

　　　７．なお、損益計算書に基づく支給額（及び支給人員）は、報酬又は給与にあっては、役員807千円（9人）、職員5,234千円（22人）

　　　　及び非常勤職員48千円（2人）であります。

摘　　要

（単位：円）

（単位：円）

前中期目標期間繰越積立金 106,764,968                       － －

資 本 金 政 府 出 資 金 －                                      

－                                      

97,562 94,386 

期首残高

94,386                      

49,832,884 

106,764,968              

当期増加額
目的使用

（単位：円）

その他
期末残高

当期減少額
摘要

－                                    

期末残高

－                                      

553,347                    

553,347                    

注

期末残高

59,419,081                 

摘　要

当期減少額当期増加額

－                            

49,829,708 

49,829,708 

摘要

（単位：円）

710,287                              

49,832,884 

49,829,708 

当期増減額期末残高

－                                    

当期増減額

△ 100,000,000                   

－                                    

500,000,000                      

（単位：円）

摘　要期首残高

1,800,000,000           

－                                      

－                            

3,600,000,000           

損 益 外 減 損 損 失 累 計 額

民 間 出 資 金

資 本 剰 余 金

通則法第44条第１項積立金 20,578,799                         

1,800,000,000            

1,800,000,000           

－                            

－                            

59,419,081                 

期末残高

区　　　　　　　分

1,800,000,000            

3,600,000,000            

71                             

政 府 交 付 金

880

支 給 額

期首残高 当期減少額

区 分
支 給 額 支給人員

特 別 出 え ん 金

79,997,880

職    員

役    員

合    計

45                             5,798

－                            

710,287                              

貸倒引当金の残高

553,347                     

△ 100,000,000                   

期末残高当期減少額

－

計

－                             

期首残高

－                             

600,000,000               500,000,000                      

97,562 

－                                    

49,832,884               

－                                      186,762,848127,343,767                       

資 本 剰 余 金

当期増加額

－                             

94,386                      97,562                              

500,000,000                      

－                                      

－                                      

600,000,000               

－                             

期首残高

－                                    

当期増加額

△ 100,000,000                   

－                                    －                                      

－                                      

－                                      

区　　分

710,287                             

710,287                             

貸付金等の残高

区　　分

116                           6,678

支給人員

600,000,000               

553,347                     

－                             

－                             

期首残高
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９．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

 (1)　現金及び預金

普通預金

 (2)　前払費用

事務室管理料等（平成29年4月分） 4,546 

通勤手当

清算事務費掛金

 (3)　未収収益

貸付金利息

有価証券利息

　　地方債 大阪府

　　特別の法律により法人の発行する債券

　　社債

 (4)　短期貸付金

貸付金

 (5)　その他の流動資産

立替金（雇用保険料職員負担分）

 (6)　未払金

確定拠出年金負担金（平成29年３月分） （株）りそな銀行

 (7)　未払費用

職員給与（平成29年3月分時間外勤務手当）

 (8)　リース債務（短期）

１年以内返済予定リース債務

 (9)　リース債務（長期）

１年以内返済予定リース債務

合　　　　　　　計 12,235 

（単位：円）

区　　　　　　　分 金　　　　　額 摘　　　　　要

12,235 

区　　　　　　　分

合　　　　　　　計

（単位：円）

合　　　　　　　計

九州電力他６社

11,103,986 

132,747 

金　　　　　額

500,000,000 

500,000,000 

農林水産関係法人厚生年金基金

3,375,342 

摘　　　　　要

区　　　　　　　分

農林中央金庫他1行

コープビル管理会

（単位：円）

12,336 役職員・非常勤職員

60,351                                                        

区　　　　　　　分

合　　　　　　　計 77,233 

　  短期貸付金

区　　　　　　　分

3,375,342 

金　　　　　額

646,673,519 

摘　　　　　要

沖縄県農業共済組合

7,728,644 

6,548,720 

1,047,177 (独)日本高速道路保有・債務返済機構他２法人

（単位：円）

農林水産関係法人健康保険組合他

（単位：円）

合　　　　　　　計

摘　　　　　要

沖縄県農業共済組合

区　　　　　　　分

合　　　　　　　計

事務諸費（平成29年3月分後納郵便料等）

47,335 

170,031 

金　　　　　額

170,031 

社会保険料負担金（平成29年3月分健康保険料等） 135,728 

区　　　　　　　分

金　　　　　額

摘　　　　　要金　　　　　額

（単位：円）

646,673,519 合　　　　　　　計

摘　　　　　要

（単位：円）

224,022 

日本郵便（株）他

摘　　　　　要金　　　　　額

40,959 

職員

合　　　　　　　計 157,890 

区　　　　　　　分 金　　　　　額 摘　　　　　要

　財務会計システム機器一式

　財務会計システム機器一式 294,222 ＮＥＣキャピタルソリューション(株)

157,890 ＮＥＣキャピタルソリューション(株)

摘　　　　　要

（単位：円）

東京労働局

合　　　　　　　計 294,222 

（単位：円）

区　　　　　　　分 金　　　　　額

-13-


	01　財務諸表表紙
	02　目次（農災）
	03＋04
	03　財務諸表
	04　重要な会計方針（農災）

	空白ページ
	空白ページ



